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抄録 

原⼦⼒災害時の要⽀援者の避難に関し、具体的な計画を策定することは難しい。我々は 2019 年、
中四国の⽇本 DMAT 隊員を対象に、原⼦⼒災害時の搬送⽀援について調査した。その結果、回答
960 ⼈中 243 ⼈（25.3％）または 174 ⼈（18.1％）が累積線量 1mSv または 100mSv の範囲で⽀援活
動ができると回答した。今回さらに、これらの隊員によりどの位の数の⽀援隊を組織できるか、また
使⽤できる DMAT ⾞両数がどれ位かを検討した。 
【⽅法】原⼦⼒災害時に 1 または 100mSv の累積被ばくを許容する、1 隊 2〜3 名の隊員で避難を⽀
援する状況を想定し、確保できる DMAT 隊数を試算した。併せて、保有する DMAT ⾞輌のうち、
患者などを臥位で搬送できる⾞輌の総数を調査した。 
【結果】1)中四国 9 県の登録隊員 1594 ⼈（109 施設）中、840 ⼈が回答（99 施設）。原⼦⼒災害時に
活動できるのは 1mSv 内が 173 隊（88 施設）、100mSv 以内は 77 隊（50 施設）と想定された。1 施
設 2 隊以上の場合に半数弱を 2 回⽬の派遣に回すとすれば、1 回⽬に派遣されるのは許容線量 1mSv
では 106 隊、100mSv では 59 隊であった。要配慮者を臥位で搬送できる⾞輌は 51 台。 
【結語】本結果を原⼦⼒災害時の、より具体的な避難計画策定につなげたい。 
 
（抄録送付後、集計⽅法を変更し、結果の数字に修正が⽣じましたことをお断りします。） 
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 皆様、こんにちは！ 

市⽴⼋幡浜総合病院⿇酔科・救急科 越智元郎

です。「原⼦⼒災害時に活動できる DMAT 隊数の

推計ー中四国 DMAT 隊員への意識調査より」と

題して発表します。 

なお、本発表のスライド・⼝述原稿などを掲載

したウェブ資料の URL を発表中、QR コードで⽰

しますので、ご利⽤下さい。 

 

最初に、本発表に関連し、利益相反はありませ

ん。 

 
 

 
 

「背景」です。原⼦⼒災害時の要⽀援者の避難

に関し、具体的な計画を策定することは難しいも

のがあります。われわれは 2019 年、中四国９県と

福島県の⽇本 DMAT 隊員を対象に、原⼦⼒災害

時に搬送⽀援などに当たれるかどうかを調査しま

した。今回さらに、これらの隊員により、どの位

の数の⽀援隊を組織できるか、また使⽤可能な
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DMAT ⾞両の数（臥位で搬送できるもの）を試算

しました。 

 
 

 
 

2019 年の調査の結果です。 

左の円グラフにおいて、回答 1069 ⼈中 4.9％は

累積ひばく線量の制限なく活動できる、19.6％は

100mSv 内で、25.5％は 1mSv 内で活動できると回

答しました。 

右 の 円 グ ラ フ に お い て 、 中 四 国 ９ 県 の ⽇ 本

DMAT 隊員のうち 457 ⼈が原⼦⼒災害時に活動で

きると答えています。職種別の内訳は医師 151 ⼈、

看護師 164 ⼈、放射線技師 26 ⼈、薬剤師 28 ⼈、

理学療法⼠など 52 ⼈、事務職 36 ⼈となっていま

した。 

 

 

⽅法１です。 

2019 年に実施したアンケートの、中四国 9 県の

840 隊員からの回答を再度分析しました。原⼦⼒災

害時に 1 または 100mSv の累積被ばくを許容する、

1 隊 2〜3 ⼈（医師 1 ⼈を含むものとします）の隊
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員で避難を⽀援する状況を想定し、確保できる

DMAT 隊数を試算しました。 

また、派遣隊を複数組織できる施設では、その半

数強を初回に派遣し、残りを 2 回⽬以降の派遣に回

すと想定しました。． 

 

 

⽅法２です。 

2020 年 6〜8 ⽉の間、中四国９県の、原⼦⼒災害

時に活動できると答えた⽇本 DMAT 隊員が１⼈以

上所属する施設の、DMAT 担当事務職から、筆頭

演者が電話で聴取しました。聴取事項は災害時に派

遣される DMAT 隊が使⽤できる⾞輌のうち、患者

などを臥位で搬送できる⾞輌の保有台数です。  

 

 
 

結果です。 

１．原⼦⼒災害時に活動できる DMAT 隊数は許容

線量 1mSv 内では 88 施設の 173 隊、100mSv 内で

は 50 施設の 77 隊でした。 

1 施設に原⼦⼒災害時に活動できる隊が 2 隊以上

ある場合に、その半数弱を 2 回⽬の派遣に回すとす
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れば、1 回⽬に派遣されるのは許容線量 1mSv 内で

は 106 隊、100mSv 内では 59 隊と計算されまし

た。 

２．原⼦⼒災害時に活動する DMAT 隊が動員で

きる⾞輌で、患者を臥位で搬送できるものの総数は

51 台でした。 

 

中四国９県の原⼦⼒災害時に活動できる DMAT

隊数を県別に⽰します。 

⾚丸は 100mSv 内で活動できる隊、橙⾊は 1mSv

内で活動できる隊を⽰します。 

 

 原⼦⼒災害時に活動する DMAT 隊が動員できる

⾞輌で、患者を臥位で搬送できるものの総数を県別

に⽰します。⻘い四⾓⼀つが動員できる⾞輌１台を

です。 
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考察です。１．中四国地⽅には原⼦⼒災害時に活

動できる⽇本 DMAT 隊員が約 450 ⼈存在し、１隊

を医師を含む 2〜3 ⼈で構成するとして、9 県で 170

隊余りを動員することができます。 

２．参加隊員の許容線量をあらかじめ把握してお

くことにより、各隊が活動する場所や時間を計画す

ることができます。 

 
 
 
 

 
 

３．⽇本 DMAT は原⼦⼒災害時の活動を想定し

ていません。しかし、各隊員が⾃治体などの要請に

応え、それぞれが⼀医療職として活動することは禁

じていません。愛媛県など原発⽴地県は知事間の相

互協定を結んだり、県内医療機関に事前に要請して

おくなどの価値があると考えます。 

４．DMAT が担送患者の搬送に⽤いることので

きる⾞輌台数はわずかであり、全部動員しても 約

５0 ⼈搬送できるに過ぎません。患者などの搬送に

関しては⾃衛隊をはじめとする、各組織との共同活

動が必要となります。 
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結語です。 

今回の検討結果を将来の原⼦⼒災害時の、⽇本

DMAT 隊員の⼀医療職としての活動も織り込ん

だ、より具体的な避難計画策定につなげたいと考え

ています。 

以上、ご静聴有難うございました。 

参考資料 

１． 本発表のデジタルファイル 
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